
• 経団連は「。新成長戦略」において「地方創生」を最重要分野と捉え、地域ならではの特色を活かしつつ、価値をともに創り出す
「地域協創」を進める重要性を指摘。

• 地域企業・大学・自治体・団体など多様な主体の活動を後押しし、地域協創の取り組みを拡大すべく、 経団連と連携先が取り
組む「地域協創アクションプログラム」を策定。

域協創アクションプログラム地 2021年11月策定

（ 概 略 版 ）



項目 連携先 連携概要

1

全国二地域居住等促進協議会
国土交通省

全国二地域居住等促進協議会に所属する先進自治体や関連企業・団体、事務局を務める国土交通省等と連携し、二地域居住等の
推進を図る

内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局 「地方創生テレワーク推進に関する包括連携協定」にもとづき、地方創生テレワーク推進のための連携を図る

日本観光振興協会（日観振）
ワーケーション自治体協議会（WAJ）

「ワーケーションの推進に向けたモデル事業の実施に関する覚書」にもとづき、ワーケーション体験、普及・啓発イベント、実態調査を
実施

2

ジャパンラグビーリーグワン
チームが有する選手やスタジアムなどの資源を活かし、公式戦等の試合やイベント等の機会をつうじて、地域活性化の手段としての
ラグビーを確立

Jリーグ（日本プロサッカーリーグ） 「Ｊリーグ及びＪクラブ」と「企業、団体、行政」との連携による地域課題解決活動の促進

大地の芸術祭実行委員会 大地の芸術祭を軸とした交流・関係人口の増加や地域と企業の連携の推進

3

採用と大学教育の未来に関する産学協議会
（国公私立大学）

国公私立大学と経団連のトップから成る産学協議会で合意した「10のアクションプログラム」に基づき、Society 5.0人材の育成
に向けて産学協働で各種の取り組みを実施する

ENGINEプログラム推進コンソーシアム
（信州大学など）

文部科学省「大学による地方創生人材教育プログラム構築事業（COC+R）」認定事業の一つである、「ENGINEプログラム」
（信州大学、富山大学、金沢大学の3大学連繋で地域の基幹産業を再定義･創新する人材を育成するプログラム）との連繋

人生100年社会デザイン財団 社会課題の解決に関わり貢献する企業と働き手の拡大、人生100年時代の「学び」のあり方の検討

4

地域経済界（各地経済団体）・大学 地域の枠を越えた事業協創を進め、地域の中堅・中小企業の活性化や、地方大学発のスタートアップ創出を図る

NICOLLAP
（長野ITコラボレーションプラットフォーム）

地域内外の多様なステークホルダーが参画する「地域共創ラボ」での繋がり拡大や、共創による新規事業の創出および経済活性化
を促すエコシステムの創出・推進

5 地方自治体（鳥取県など）・内閣府 内閣府「プロフェッショナル人材戦略事業」の積極活用をつうじた大企業人材の地域での活躍推進

6

観光庁
DXの推進による観光体験の高付加価値化、観光地経営の効率化、観光の持続可能性を高める効果的な地域マネジメント等の
実現、コロナ禍で加速化した観光需要変化を捉えた新しい旅行スタイルの定着

日本農業法人協会 「経済界・農業界の連携プラットフォーム」による連携等をさらに強化し、 わが国農業の成長産業化を実現

農林水産省 「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて、先端的な研究や技術の社会実装の促進による農業・食品産業の革新の実現

農研機構 先端的な研究や技術の社会実装の促進による農業・食品産業の革新の実現

7 地方自治体（茨城県つくば市など）
経団連DX実装プロジェクトとして締結した「つくばスーパーサイエンスシティ構想の実現に向けた連携に関する協定」にもとづく
連携推進

8
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
（JVOAD）

災害に強い地域づくりに向けた、NPOや企業等の民間の主体による平時・災害時の被災者支援ネットワークの形成

9 MBTコンソーシアム・奈良県立医科大学 医学を生かした地域産業創生や商品の開発とその拡大による産医連携の全国展開

10
全国知事会 地域課題の解決に向けた協創の方策について連携して検討

アクションプログラム各項目の実施に向けた経済界と自治体間の包括的な連携促進
（事例・施策紹介、マッチング、共同プロジェクト等）指定都市市長会

連携先・内容一覧（2021年11月時点）

※連携先・内容はアクションプログラム公表後随時更新・調整

アクションプログラム10項目の実現に向けて多様な主体と具体的な連携を推進
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